





















　・2014 年 4 月…『社会新聞』復刻版（第Ⅰ期）
　・同年 10 月…『党活動資料』『党活動』復刻版（第Ⅱ期）









（「亀田得治関係文書」）・スタンフォード大学 East Asia Library の協力を得て欠号補完を行った。各「解題」でも
述べたが，関係者各位にはここに改めて厚く御礼を申し上げたい。
（２）　後述するように，同資料は年数にして約十三年半に亘って刊行され続けたものである。そのため膨大な分量の
資料になる（主に『日本社会新聞』時代を中心に）ことに鑑み，1955（昭和 30）年 12 月までの分を境にして第Ⅲ
期・第Ⅳ期の二期に分割して刊行する形となっている。
（３）　「『社会新聞』復刻版 解題」3 ～ 4 頁。他でも筆者は触れているが，日本社会党の公式党史である日本社会党
五〇年史編纂委員会編『日本社会党史』（社会民主党全国連合，1996）の本文・年表に『社会新聞』に関する記述




















された後，『社会新報』と改題されたという風に読解出来る記述すらなされている（2016 年 3 月現在）ような，社
会党機関紙史認識に関する誤解が生じている現状がある。





の紹介 Ⅳ 定期刊行物 2．戦後の機関紙誌 （3）政党および政治諸団体機関紙誌（日本）」のページ（http://oohara.






































































































































10 月 10 日に出された第 128 号を最終号（７）として，約四年に亘るその歴史に幕を閉じ，『社会新報』
へと引き継がれることとなったのである。
3 　『党報』『社会週報』『日本社会新聞』
　ここで一旦時間を 1947 年に戻す。日本社会党の初めての情報紙である『党報』は，同年 4 月 1
日に創刊された。当初同紙は党中央委員会の手による不定期刊行党活動報告・宣伝文書で，国会議
員・各県連合会レベルへの頒布に止まっていた。だが 48 年 5 月以降週刊ペースでの発刊・ブラン
ケット判への移行・有料購読者制度の導入など，党員の必読紙たるべく徐々に改善が進められて
いった。














　党の分裂状態が解消された後，同年 6 月 1 日から再刊された『社会週報』は元の情報紙に戻る
が，資金提供者の一人でもあった下條恭平を編集兼発行人に据えると共に，可知俊介・森洋一ら若
いスタッフを新たに加え定期刊行を継続させていく。こうした中で 51 年 10 月，前述のように日本
社会党は約四年間に亘る本格的左右分裂状態に突入する。
　分裂に当たり右派社会党側が『社会新聞』の機関紙認定を取り消したことまでは前述の通りだ
（７）　『社会新報』第 1 号に当たる 55 年 12 月 5 日号は，『党活動』の号数を受け継いだ「第 129 号」であり，以後の
号数は現在の同紙（社会民主党機関紙）にまで繋がる形となっている。
（８）　従来の研究などでこの辺りの事情について詳しく言及されて来なかったのは，分裂期間中の『社会週報』第
88・89 号が大原社会問題研究所を含めた日本国内の主要資料館に所蔵されておらず（スタンフォード大学 East 



















































た。このため『日本社会新聞』は 59 年 10 月 12 日を最後に同年中は殆んど刊行不能状態に陥り，
以後大きな変化を余儀なくされていく。

























引用した広瀬武次（当時日本社会新聞社 編集局次長）名義の文書（60 年 12 月 1 日付）「日本社会新聞休刊通知」
（「浅沼稲次郎関係文書」（その 2）1287）に詳しいので，深く知りたい方は参照されたい。
占領期日本社会党機関紙集成（立本紘之）
47
少しでも反映されることを祈念したい。復刻に深く携わったものとして，本資料が出来得る限り有
用に活動せられんことを切に願うものである。
 （たてもと・ひろゆき　法政大学大原社会問題研究所 兼任研究員）
